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論　　説

特許法102条３項により算定される
損害賠償金額の予測可能性

　抄　録　特許法102条３項は，実施料率をもとに算出するため利用しやすいことから，現に秘密情
報を含む種々の証拠資料が取り扱われる１項や２項に比べ，多くの案件で採用されている。しかし，
平成10年の改正により３項の条文から「通常」の用語が取り払われ，個別事情によって実施料相当額
が判断されていると考えられるが，実際に判決文を見ただけでは最終的に適用した料率の算出根拠が
読み取れない事案も多い。そこで，損害賠償金額が実際に認定された事例を調査し，特許法102条３
項に基づく損害賠償金額の算出プロセスを検証し，その予測可能性について検討を行った。本稿では，
算出に影響する要素および予測計算式により検討結果を論じるとともに，特許実務者への留意点もま
とめた。

特 許 第 ２ 委 員 会
第 ２ 小 委 員 会＊
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1 ．	はじめに

102条１項や２項は，民法709条の立証負担が
軽減されたものとはいえ，秘密情報を含む種々

の証拠資料が取り扱われ，当事者の負担が大き
い。これに対して102条３項は，実施料率をも
とに算出するため利用しやすく，現に多くの事
案でこれに基づいて損害賠償金額が算定されて
いる。
しかし，平成10年の改正で条文から「通常」

の用語が取り払われ，個別事情によって実施料
相当の損害賠償金額が判断されるようになった
が，実際に判決文を読むと，最終的に適用した
料率の算出プロセスがよくわからないものも多
い。企業が紛争に直面し，その解決に将来要す
るであろう実施料相当額を概算するには，紛争
解決の経験やライセンス許諾の実績等があれば
相場感を持つこともあろうが，友好的なあるい
は包括的なライセンスでの数値が，係争下にあ
る特定案件の実施料相当額を概算するのにその
まま参考にできるとは言い難い。ましてや異業
種相手では，馴染みのない分野における一般的
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な実施料率に安易に頼らざるを得ないこともあ
りうる。このような状況では，102条３項に基
づいて損害賠償金額を争うことになった場合，
見通しが立ちにくい。
そこで，当小委員会では，個別事情によって

実施料相当額が判断されるようになった法改正
後に損害賠償金額が実際に認定された事例を調
査し，特許法102条３項に基づく損害賠償金額
の算出プロセスを検証し，その予測可能性につ
いて検討を行うこととした。
なお，本稿は，2012年度特許第２委員会の 

原田良一委員長（日本信号），下萩原勉委員長代
理（日立製作所）をはじめ，同委員会第２小委員
会の大須賀千尋（ヤマハ，小委員長），中津川勇二
（ダイヘン，小委員長補佐），間野日出男（キヤ
ノンアネルバ，小委員長補佐），上田徹也（シ
ャープ），泉剛司（東芝），若林陽子（持田製薬），
阿部豊隆（日本マイクロソフト），有賀和己（セ
イコーエプソン），田中俊雄（東洋紡），谷昌樹
（船井電機），谷口竜一郎（東レ），深田泰生（日
本アイ・ビー・エム），枡田幸一（デンソー）
が作成した。

2 ．	判例の調査と考察

2．1　調査対象の抽出

調査対象として，「裁判所ウェブサイト知的
財産裁判例集」より以下の条件に適合する495
件を抽出した。
期間　　：  平成11年１月１日～平成25年３月

５日
権利種別：特許および実用新案
訴訟類型：民事訴訟
全文検索：  「特許法」＆「102条」，または「実

用新案法」＆「29条」
さらにこのうち特許法102条３項または実用

新案法29条３項に基づき損害賠償金額が実際に
算定された59件の事案を選別した。さらに，文

献１），２）に記載があって上記判例集に未収録の
事案９件を抽出して上記59件に加え，全68件を
調査対象とした。

2．2　調査結果

当小委員会では，まずこれら68件の事案につ
き，「認定された実施料率」，「認定された損害
賠償額」，「認定された売上額」，「ライセンス実
績の有無」，「当該分野での平均的な実施料率」，
および「実施料率算定にあたって判決文で触れ
られている要素」について調査を行った。その
結果を巻末の別表１に示す。
「認定された損害賠償額」は実際の損害賠償
金額のうち102条３項に基づき算出された部分
のみを対象とし，「認定された売上額」も同様
にその損害賠償金額算出の根拠となる部分のみ
を対象とした。また，「認定された実施料率」，「認
定された損害賠償額」および「認定された売上
額」のうち１つが判決文中で不明確な場合には，
他の２つから算出された値を利用した。

2．3　考　　察

（1）認定された実施料率と件数
図１は分析対象の認定された実施料率のヒス

トグラムを示す。認定された実施料率とは，
102条３項にもとづく損害賠償金額の根拠とし
て，実際に裁判所に認定された実施料率をいう。
認定された実施料率は５％が最も多く（28

％），次いで３％（22％），10％（16％）と続い
た。これを，図２に示すところの日本知的財産
協会・ライセンス委員会による1992年および
2002年の調査結果３），４）と比較する。
20年前の1992年と比較すると，認定された実

施料率が３％である事案の割合が大幅に減少し
ている一方で，認定された実施料率５％，10％
の事案の割合がそれぞれ増加し，全体として以
前より認定された実施料率は高くなっている。
一方，10年前の2002年と比較すると，実施料率
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２～３％台である事案の割合が相対的に増加し
ているが，実施料率５％，10％の事案の割合に
はあまり変化がない。

（2）認定された売上額と実施料率の関係
102条３項の損害賠償金額は，売上額と実施

料率の積で認定される事案が多い。今回の分析
対象においても，売上額が明示されていない件
が11件，不明な件が４件ある他は売上額を用い
ている。そこで，認定された売上額と実施料率
の関係について調べた。
図３に示すように，認定された売上額が100

億円以上では，認定された実施料率が６％未満
の事案しかなかった。一方，認定された売上額
が100億円未満では，認定された実施料率が６
％未満の事案の割合は全体の約７～８割にな
り，認定された売上額とに相関はなくほぼ一定
である。しかし，認定された実施料率が６％未

満での構成比をみると，認定された売上額が低
くなるにつれて（特に10億円を境界に），認定
される実施料率が６％未満５％以上の事案が多
くなるとともに３％未満の事案が少なくなって
おり，認定された売上額が小さいほど実施料率
が高く認定される傾向にある。

（3）認定された損害賠償額と実施料率の関係
次に，認定された損害賠償額と実施料率の関
係を図４（Ａ）（Ｂ）に示す。図４（Ｂ）は図４（Ａ）
のうち認定された損害賠償額が約１億円以下の
部分を抜粋したものである。
認定された損害賠償額が２億円を上回る事案
はわずか５件であるが，認定された損害賠償額
が約１億円以下である事案が69件中61件と多数
を占めた。これら約１億円以下については，図

図１　裁判で認定された実施料率

図２　		裁判で認定された実施料率
（1992年，2002年調査）

■ 1992年　■ 2002年

図３　認定された売上額と実施料率の関係

図４（Ａ）　		認定された損害賠償額と実施料率
の関係（全体）
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４（Ｂ）のとおり，認定された損害賠償額が低い
時には高めの実施料率が適用され，認定された
損害賠償額が高い時には低めの実施料率が適用
されているという反比例の傾向がうかがえる。

（4）		実施料率算定にあたって判決文で触れら
れている要素

１）判決文では，実施料率算定にあたって過
去のライセンス契約における実施料率や当該分
野の平均的な実施料を示す「実施料率（第５版）」
等の資料５），６）が証拠として用いられている。
分析対象では，このような事案が36件あり，こ
のうちライセンス実績による実施料率が証拠と
して用いられた案件は11件，当該分野での平均
的な実施料率が証拠として用いられた案件は24
件であった。
このように判決文中でこれらの証拠により示

された数値に依拠し，その値の適否を述べた上
で認定された実施料率を判断している場合にお
けるこの数値を，以下「出発値」という。
２）判決文では，出発値を含む実施料率の増

率あるいは減率（高低）に影響する個別事情に
言及しているものがある。分析対象では，なん
らかの個別事情の記載が認められた案件は46
件，認められなかった案件は22件であった。個
別事情の詳細については後述する。

（5）ライセンス実績
法改正前は，過去の実施許諾例等のライセン

ス実績がある事案はその料率がそのまま適用さ
れがちであったが，法改正後は，参酌されるも
のの個別事情に応じた判断がされてきていると
いわれている２），７）。分析対象では，ライセンス
実績のあった事案は11件あった（控訴審含む）。
そこで，ライセンス実績のある事案においても，
個別事情が十分に考慮されることによってライ
センス実績のない事案と同じ傾向を示すように
なっているのかを検討した。
図４（Ａ）（Ｂ）のうち丸印が付されたデータは

ライセンス実績のある事案である。これを見る
と，全体傾向とは異なり，ライセンス実績のあ
る案件では認定された損害賠償額と実施料率が
何らかの関係にあるようには見受けられず，反
比例傾向は認められなかった。
判決文では，当事者は，過去の実施許諾例等

のライセンス実績を「出発値」として用いよう
とするものの，この実施料率を増率あるいは減
率というよりむしろ，「出発値」として採用す
ることの是非や「出発値」として使えるように
修正した値を用いている２），７）。このような出発
値の採否や修正に影響する個別事情が考慮され
た例としては，ライセンス実績が，第三者に対
し適用した場合に合理性を欠く料率である場
合，イニシャルロイヤルティがあったためにそ
の分実施料率が低率となったと認められた場合
がある。
以上より，出発値をもつ各事案においては，

ライセンス実績のある件特有の出発値の採否に
影響する要素と，そこからの高低に影響する要
素がある。

3 ．実施料率の出発値に影響する要素

3．1　ライセンス実績のある事案

（1）料率とライセンス実績との関係

図４（Ｂ）　		認定された損害賠償額と実施料率の関係
（抜粋）
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ライセンス実績のある事案は，全体の傾向も
異なってはいたが，そもそも出発値の出所が違
うため「実施料率（第５版）」等５）に示される
数値と乖離していると考えられる。
そこで，乖離の状況を探るためこれら認定さ
れた実施料率が，ライセンス実績そのままで使
われているのか，個別事情を考慮した結果であ
るのかを，当該分野の「実施料率（第５版）」
と比べて検証した。まず，過去のライセンスの
当事者と権利の関係が完全に一致するかそうで
ないかで，ライセンス実績と認定された実施料
率との関係に影響しているかを検討した。この
結果を表１に示す。
ライセンス実績のある事案では，①原告と被
告，対象権利も同じで実際に契約が締結されて
いたもの（狭義のライセンス実績）と，②原告
と被告以外の第三者との間で締結した実績，交
渉時に提示した条件，当事者は同じだが他の権
利を対象としたもの（広義のライセンス実績）
の２つに分類できる。

表１　		ライセンス実績と認定された実施料率との
比較

ライセンス実績の 
当事者と権利

類型
実績値との比較

高い↑ 同じ 低い↓
原告－
被告

対象権利 ①  2 1
他の権利 ②  1

原告－ 
他者

対象権利 ②  2 2（*） 1（*）

（＊）  原審，控訴審，共に同じ認定のため１件とし
て表示

全体としては，認定された実施料率がライセ
ンス実績よりも高率となった事案が多い。①の
類型には，イニシャルペイメントの有無という
個別事情を考慮して過去のライセンス実績以上
の認定された実施料率となった事案がある。②
の類型には，対象の特許と先の許諾事例との間
で異なる個別事情を考慮されて，ライセンス実

績よりも認定された実施料率が低くなった事案
がある。表１の結果からは，当事者と対象権利
が完全に一致したライセンス実績を用いた方
が，低く認定されにくいといえる。

（2）判例の紹介
以下，類型それぞれにつき，ライセンス実績

を出発値として，認定された実施料率がどうい
う値になったかを，「実施料率（第５版）」にお
ける当該分野の平均値（イニシャルペイメント
無し）を参考に示しながら事案を紹介する。
【類型①】原告被告間で対象権利の許諾実績
あり
１）「対物レンズ事件」（平成20年（ネ）第

10088号，平成21年（ネ）第10013号（原審）平成
18年（ワ）第22106号）（別表１の判例番号97）
原告と被告の間で，本件特許権を実施料率３

％で締結した。２年ほど経過した頃，原告が被
告に納入価格の値上げを求めたところ，被告が
拒否したため原告は契約を解除した。裁判所の
判断では，実施許諾契約の内容（契約後１年間
は純利益を折半，２年度以降は実施料率３％）
等の事情を考慮して，実施料率10％を認定した。
［実施料率（第５版）6.8％］特許の存在が売
り上げに貢献しているとする高低に影響する個
別事情にも触れつつ，初年度の条件という個別
事情を考慮して出発値を修正した例である。
２）「放熱シート事件」（平成18年（ワ）第11429

号）（別表１の判例番号98）
原告被告間で実施料率３％のライセンス契約

があったが，被告製品は特許発明の技術的範囲
に属さないと被告が主張し契約を解除した。原
告は，侵害行為を助長するとして実施契約の約
定額以上の実施料率８％を主張した。裁判所の
判断では，実施許諾契約の事実，その契約を被
告が解除したことなどから実施料率６％が相当
と認定した。［実施料率（第５版）6.5％］ライ
センス実績のある件だが，侵害者の行為による
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個別事情を考慮して出発値から高率にした例で
ある。
【類型②】原告他者間で対象権利の許諾実績
あり
１）「５相ステッピングモータ事件」（平成14

年（ワ）第9061号）（別表１の判例番号246）
原告が他者との間で本件発明の実施料率３％

の契約を締結していた。原告は，本件発明の有
用性や，被告が原告の申入れを拒絶したことを
理由に，これより高い７％を要求した。裁判所
の判断では，原告と他者との間で締結された実
施料率３％は低率にとどめた個別事情（未公開
時に締結し，長期実施を前提とした点等）があ
ると評価し実施料率４％が相当と認定した。［実
施料率（第５版）3.3％］第三者に適用すべき
ではない個別事情を考慮して出発値を修正した
例である。
【類型②】原告被告間で他の権利の許諾実績
あり
１）「芳香性液体漂白剤組成物事件」（平成９

年（ワ）第938号）（別表１の判例番号376）
原告が被告に対し他の特許権（艶出し組成物）

を３％で実施許諾していたが，被告の販売促進
の努力により他の機能・効用で需要喚起した点
や，発明の被告製品における含有率が低い等の
個別事情でこれより低い１％と認定された。［実
施料率（第５版）４％］この件は，３％の許諾
例が判断にどう影響したが明示されておらず，
ライセンス実績を否定したとも取れるし，ライ
センス実績たる出発値から低率にした例とも取
れる。
これらの事案のうち「放熱シート事件」は「実

施料率（第５版）」の平均値（イニシャルペイ
メント無し）の数値に近づく方向で認定された
実施料率を得ているが，それ以外の事案は，そ
れより低いライセンス実績からもっと高い実施
料率となったり，より乖離している。したがっ
て，認定された実施料率は，「実施料率（第５版）」

等５）に示される数値と乖離したまま影響は受け
ないものが多いといえる。
また，認定された実施料率が，ライセンス実

績とは一致していないものが多いことから，個
別事情を考慮した結果，増率または減率されて
いるといえる。
個別事情の考慮という点では「筋組織状こん

にゃく事件」（平成11年（ワ）第12586号９），平成
13年（ワ）第3381号）（別表１の判例番号286）に
も触れておきたい。
原告は，本件特許の存在により被告が多額の

開発費を必要とせず，被告らの商品の利益率も
高いことなどを理由に実施料率15％を主張し
た。被告らは，実施許諾契約締結の申入れでの
提示が３％であることを主張した。裁判所の判
断は，原告が実施許諾契約締結の際，１か年の
最低保証実施料と過去分は別途協議することを
条件に提示していること等を考慮し，これより
高い実施料率５％が相当と認定した。［実施料
率（第５版）3.7％］
この事案は，個別事情の考慮を行うことによ

って，ライセンス実績を第三者に対してそのま
ま適用するには合理性を欠く要素を取り除くよ
うに出発値の修正を行っている例である。本判
決では，個別事情に応じた判断をする必要があ
ると述べているが，ここではライセンス実績が
低率にとどまった個別事情のうち，直接的に算
出しやすい金額にかかわるものに限られ，「出
発値の修正」をしたにとどまっている。一方，「出
発値からの高低に影響する要素」，例えば特許
発明の技術内容や重要性などの特許発明にかか
る個別事情については判断されていなかった。
このような個別事情は定性的で，ライセンス実
績が低率にとどまった直接的な因果関係を示す
証拠がないために「出発値の修正」をする術が
なかったのではないだろうか。しかし，この事
案より後では「放熱シート事件」のように，ラ
イセンス実績特有の個別事情の考慮だけではな

※本文の複製、転載、改変、再配布を禁止します。



知　財　管　理　Vol. 64　No. 2　2014 225

く，ライセンス実績のない事案でも考慮が可能
な，特許発明の強弱，侵害者の態度などにより
出発値からの高低に影響した事案が出ている。
それでも，今回の分析対象の中では，ライセン
ス実績のある件で発明の技術的価値の高さを認
めて高率に判断されたのはまだ１件にすぎない
（別表１の判例番号22）。
ライセンス実績のある件に対して個別事情を
いかに反映させるかという課題はあるものの，
現時点では，過去のライセンス実績がある場合
は，その実施料率とそれに関する個別事情がわ
かれば実施料率はある程度予測可能である。

3．2　ライセンス実績のない事案

出発値に関しては，ライセンス実績のある事
案は，ライセンスで用いられた，または検討さ
れた実施料率がそのままあるいは修正されて出
発値となる傾向があるのに対し，ライセンス実
績のない事案は，証拠として「実施料率（第５
版）」をはじめとする当該技術分野における一
般的な実施料率を示す資料５），６）を用いること
が多く，原告はより高い数値を，被告はより低
い数値を示しその採否について争っている。例
えば「中空ゴルフクラブヘッド事件」（平成21
年（ネ）第10006号）（別表１の判例番号66）では，
原告はゴルフクラブヘッドの実施料率として，
「実施料率（第５版）」の「健康器具」の平均実
施料率を証拠として6.5％としたが，被告は分
類と製品の関係，および製品の寄与割合を主張
して，高すぎると反論している。

4 ．出発値からの高低に影響する要素

4．1　加算減算要素について

前段で紹介した類型①あるいは類型②に該当
する判例から分かるように，認定された実施料
率は出発値そのままで決まるわけではなく，個
別事情が考慮された結果，出発値からの高低に

影響する要素に基づく値が加算されあるいは減
算されることによって変動する。
例えば，特許発明の技術的な重要性を示唆す

る記載が判決文にある場合，対象特許の有用性
が評価されてこの要素に基づく値が加算され実
施料率が高く認定されたと考えられる。以後こ
のような記載を「加算減算要素」とする。
当小委員会では，損害賠償金額の予測可能性

を検討するためには，この実施料率の出発値に
対する加算減算要素を体系的に分類して判例の
分析を進めるべきと考え，特許権の損害賠償に
関する判例全般から加算減算要素が抽出されて
いる「新・注解特許法（下）」７）を参照し，調
査の過程で項目を追加しオリジナルの分類体系
を作成した。この分類体系を巻末の別表２に，
これに基づいて分析対象の案件を分類した結果
を別表１の（6）に示す。
なお，加算減算要素は，増額要素（ヘ）と減額

要素（ト）に大別し，それぞれのカテゴリーの中
で中分類と小分類の２段階に分類した。
例えば，「本件発明の有用性は小さくはない」

という表現は，発明の価値の高さを表すとして
増額要素の「（へ）」に該当する。そして当該特
許発明についての記載なので中分類は「（ヘ）
（ⅲ）（特許発明に係る事情）」，さらに当該発明
の有用性を認める内容であることから，小分類
は「（ヘ）（ⅲ）１（当該発明の技術的・経済的価
値の高さ・重要性）」の項目となる。一方，「被
告による販売促進の努力」という表現では，減
額要素（ト）（ⅵ）「侵害者又はその侵害態様に係
る事情」，（6）「侵害者の販促の努力」に，「発
明の被告製品における含有率が低い」という表
現では，減額要素（ト）（ⅵ）「侵害者又はその侵
害態様に係る事情」，（1）「侵害品における特許
発明の効果の寄与の小ささ」となる。
全体でみると，増額要素では，

・  「（へ）（ⅲ）１（当該発明の技術的・経済的価
値の高さ・重要性）」
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・  「（へ）（ⅴ）６（侵害者における侵害品の売上
げの増大）」

の２つが評価された事案が多い。一方，減額要
素としては，
・  「（ト）（ⅳ）６（当該発明に他の代替技術が存
在する）」

・  「（ト）（ⅵ）５（侵害品における他の技術の実
施）」

の２つが評価された事案が多い。言いかえると，
これらは認定された実施料率に影響しやすい要
素と考えられる。

4．2　判例の紹介

次に，加算減算要素の影響の大きい事案を紹
介する。

（1）		減算要素が多く出発値に対して実施料が
下がったもの

１）「使い捨て紙おむつ事件」平成17年（ワ）
第6346号（別表１の判例番号143）
認定された実施料率：0.7％
出発値：３％（実施料率（第５版））

①裁判官の判断
本件特許発明は，使い捨て紙おむつの基本構

造に関する特許発明ではなく，紙おむつに使用
される複数技術の一つにすぎないこと，本件特
許発明の対象である紙おむつは，廉価で大量に
消費される商品であること，「実施料率（第５
版）」が示す実施料率は，使い捨て紙おむつ以
外の製品も広く含むこと，の諸事情を考慮すれ
ば，本件特許発明の実施料率は0.7％をもって
相当とした。
②加算減算要素
（ⅰ）減算（（ト）（ⅳ）３「当該発明の効果の
非顕著性」）本件特許発明は，被告製品につい
てなされた各実験からみても前後漏れ防止につ
いて極めて顕著な効果を奏するものとは言い難
いものであるとした。

（ⅱ）減算（（ト）（ⅳ）６「当該発明に他の代
替技術が存在する」）本件特許発明は，進歩性
を有するものの類似した構造を有する特許発明
が出願時に複数存在していたとした。
（ⅲ）減算（（ト）（ⅵ）１「侵害品における特
許発明の効果の寄与の小ささ」）本件特許発明
は，使い捨て紙おむつの基本構造に関する特許
発明ではないとした。
（ⅳ）減算（（ト）（ⅵ）11「量産品としての侵
害品の販売価格の低さ・販売数量の多さ及び販
売期間の長さ」）本件特許発明の対象である紙
おむつは廉価で大量に消費される商品とした。

（2）		加算要素が多いため，出発値に対して実
施料率が上がったもの

１）「フレキシブル基板用電気コネクタ事件」
平成15年（ワ）第25867号（別表１の判例番号437）
認定された実施料率：10％
出発値：3.3％（実施料率（第５版））
①裁判官の判断
原告実施品の利益率は少なくとも30％である

点，設計の自由度，機器の小型化，薄型化によ
り市場で人気である点，被告の収益構成のうち，
コネクタ事業で利益が増加しており，被告製品
の利益率は少なくとも10％以上である点等の事
情を考慮して，実施料率10％を認定した。

②加算減算要素
（ⅰ）加算（（ヘ）（ⅲ）１「当該発明の技術的・
経済的価値の高さ・重要性」）本発明のフレキ
シブル基板用電気コネクタは，基板実装設計の
自由度を大きく取ることができ，機器の小型化，
薄型化に対応しやすいなどの理由により，近年
広く使用されていると判断した。
（ⅱ）加算（（ヘ）（ⅳ）７「特許権者等におけ
る特許権者等の製品の利益率が高い」）原告の
売上高営業利益率は，デジタル家電や高機能携
帯電話向けコネクタの高需要により，30％であ
ったと判断した。
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（ⅲ）加算（（ヘ）（ⅴ）７「侵害者における侵
害品の利益率が高い」）被告は被告各物件の属
するコネクタ事業において，少なくとも10％以
上の収益を挙げていると判断した。

5 ．	実施料率のシミュレーション

5．1　算 出 式

次に当小委員会は，ライセンス実績のない事
案でも実施料率を予測できないか検討した。検
討にあたっては，調査対象69件からライセンス
実績案件および売上額が不明な案件を除いた54
件の判例を対象とした。
これまでの分析結果から，実施料率は出発値
を基に加算減算要素により調整されており，認
定された損害賠償額と実施料率の反比例傾向が
あること，売上額の影響があることもわかった。
そこで，出発値に対応するものを「ベース値」，
調整部分に対応するものを「調整値」，売上げ
額の影響に対応するものを「売上げ係数」とし
て，以下に示す簡易な算出式（【仮想実施料率
算出式】）を導出し，この式によるシミュレー
ションで得られた仮想実施料率と認定された実
施料率と比較することにより，実施料率の予測
可能性について検証した。
以下，【仮想実施料率算出式】のパラメータ
であるベース値，調整値および売上げ係数につ
いて説明する。

（1）ベース値（仮想の出発値）
【仮想実施料率算出式】は，出発値が加算減

算要素により調整されて実施料率が導かれると
いう，多くの事例で見られた手法をシミュレー
トするための式である。シミュレートする上で，
出発値は仮想的な値になるため，実際の事案で
の出発値と区別する意味で，仮想の出発値をベ
ース値と呼ぶ。
ベース値には，判例文中で出発値として最も

引用頻度の高い「実施料率（第５版）」５）を用い，
出発値が認められる事例，認められない事例に
関わらずこれを適用した。具体的には，事案毎
に技術分野を特定し，直近データである「平成
４年度～10年度」のデータ群の中から「イニシ
ャルなし，平均値」として記載されている実施
料率をベース値とした。

（2）調整値
調整値とは，加算減算要素による出発値から

の変動幅を数値化したものである。以下，加算
減算要素に採用する項目および変動幅の数値化
について述べる。
１）加算減算要素に採用する項目
加算減算要素については，別表２の各項目を

用いることとした。
調整値は，加算減算要素の内容に応じて変化

すると推察される。したがって，個々の加算減
算要素が持つ強弱を重み付けとして数値化した。
調整値は，複数の加算減算要素があるときは

各「重み付け」の合算となる。
強弱を数値化するために，まず，各加算減算

要素が，判例54件中，どの程度出現するのか，そ
の頻度をカウントした。この結果を図５に示す。

【仮想実施料率算出式】　仮想実施料率＝（ベース値＋調整値）×売上げ係数

「ベース値」 実施料率（第５版）に記載の実施料率平均値（仮想の出発値）

「調整値」   加算減算要素による調整部分を数値化した値 
（各加算減算要素に与えられた重み付けに基づいて算出する値）

「売上げ係数」 売上げ額（認定額）を基準とした係数
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（3）売上げ係数
図３で得た認定された実施料率と売上額の関
係を，再度検討する。図６はこの結果を，図４
（A），（B）と同じ表示形式で，認定された実施
料率と売上額の相関として表したものである。

図６および図中の曲線が示すように，認定さ
れた実施料率と売上額との関係も総じて反比例
傾向があるので，この関係をシミュレーション
に反映させるために，実施料率を調整する係数
として，売上げ係数を設けた。
売上げ係数は，次のように決定した。まず，
図６に示すデータから傾向から大きく外れるデ

図５から，加算要素を頻度の高い順に並べる
と，「特許発明に係る事情」，「侵害者に係る事
情」，「特許権者に係る事情」の順となっている
のに対し，減算要素を頻度の高い順に並べると
上位の順番が入れ替わって「侵害者に係る事
情」，「特許発明に係る事情」の順となっている。

２）変動幅の数値化
次に，判例毎にベース値と認定された実施料

率との変動幅を確認した。変動幅が大きいほど，
加算減算要素が強い影響を与えたものと見な
し，共通の加算減算要素を持つ複数の判例から
仮想実施料率の平均値とベース値の平均値との
差を算出し，この差に，図５で示した出現頻度
を加味するという独自の計算を行って得た数値
を重み付けとした。この結果を表２に示す。（＋）
（－）はそれぞれ重み付けが加算方向，減算方
向であることを示しており，重み付けの数値が
大きいほどベース値から離れる方向への影響が
大きいことを意味する。

図５　加算減算要素の出現頻度

表２　加算減算要素に与える重み付け

加算減算要素 重み付け
（
へ
）
加
算
方
向
（
＋
）

（ⅲ）特許発明に係る事情 1
（ⅳ）  特許権者（又はその実施態様）

に係る事情
0.55

（ⅴ）  侵害者（又はその侵害態様）
に係る事情

0.65

（ⅵ）第三者に係る事情 0.05
その他 0.25

（
ト
）
減
算
方
向
（
－
）

（ⅳ）特許発明に係る事情 －0.55
（ⅴ）  特許権者（又はその実施態様）

に係る事情
－0.05

（ⅵ）  侵害者（又はその侵害態様）
に係る事情

－1.5

その他 －0.25

図６　売上額と実施料率の関係
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ータを除外した上で近似曲線を描画し，この近
似曲線上の複数の特徴点で，売上額を所定の金
額帯に区分けした。その上で，金額帯毎に認定
された実施料率とベース値との変動幅を分析し
て仮の売上げ係数を定めた。
この仮の売上げ係数と，既に述べたベース値
および調整値を【仮想実施料率算出式】に当て
はめる作業を判例54件全てに対して行った。そ
して，【仮想実施料率算出式】により算出した
実施料率が裁判所により認定された実際の実施
料率に近づくように仮の売上げ係数を修正して
最終的な売上げ係数を決定した。この結果を表
３に示す。

表３　売上げ係数

売上額（金額帯） 売上げ係数
100万未満 1.7
100万～1,000万未満 1.3
1,000万～１億万未満 1.1
１億～30億未満 1
30億～50億未満 0.7
50億～100億未満 0.5
100億以上 0.2

5．2　シミュレーション結果

ライセンス実績のない全ての事案に対して実
施料率のシミュレーションを行った結果を表４
に示す。

表４　シミュレーションの精度

試算値と認定値の差（x［％］） 件数 比率
x＜－1.0 7 13％

－1.0＝＜x＝＜＋1.0 38 70％
x＞＋1.0 9 17％

【仮想実施料率算出式】で得られた実施料率
（試算値）と，各事案で実際に認定された実施
料率（認定値）との差が±１％以内の範囲に収

まる事例が，全体の70％を占める結果となった。
ここで，±１％以内の範囲とは，例えば，認定
された実施料率（認定値）が５％である事案の
場合【仮想実施料率算出式】で得られた実施料
率（試算値）が４～６％の範囲内に収まること
を意味する。
以上から，ライセンス実績のない事案であっ

ても，【仮想実施料率算出式】を用いたシミュ
レーションを行えば，実施料率をある程度予測
することができると言える。

5．3　シミュレーションの例

次に，シミュレーションの例を用いて記入方
法を説明する。
表５は，実施料率（試算値）のシミュレーシ

ョンを行うためのテンプレートである。ここで
は，サンプルとして実際に裁判所で判断された
事案（東京地裁・平成17年（ワ）23477）の数値
を記入した。実施料率の予測を目的とする場合
は，これにかえて，当事者の立場から，裁判所
に主張する要素を記入することができる。
表内の各項目について，上から順に説明する。
「①認定・主張」の欄には，（a）売上額，（b）
加算要素，（c）減算要素を記入する。ここでは，
売上額「8,800万円」を記入した。「（b）加算要素」
および「（c）減算要素」には，別表２に記載の
加算減算要素の中分類を選択して記入する。こ
こでは，裁判所が実施料率を認定する上で言及
した加算要素である（へ）（ⅲ）およびその他と，
減算要素である（ト）（iv）を記入した。
なお，加算減算要素を選択する際は，１つの

中分類の中に当てはまる小分類が複数存在して
も，１つと見なして記入する。
次に「②パラメータ」の欄には，（d）ベース

値，（e）調整値，（f）売上げ係数を記入する。「（d）
ベース値」には，実施料率（第５版）５）から，
特許の実施製品が属する技術分野における直近
のデータである「平成４年度～10年度」のデー
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タ群の中から「イニシャルなし，平均値」の実
施料率を記入する。ここでは，「７．金属製品」
の分野を参照し，これに該当する実施料率「3.7
％」を記入した。
「（e）調整値」には，表２を参照して，「（b）
加算要素」および「（c）減算要素」に記入した
要素に対応する重み付けを加減算して記入す
る。ここでは，「＋0.7（＝1＋0.25－0.55）」を記
入した。「（f）売上げ係数」には，表３を参照
して，「（a）売上額」に対応する売上げ係数を
記入する。ここでは，売上額8,800万円に対応
する売上げ係数「1.1」を記入した。
最後に「③試算」の欄には，（g）仮想実施料

率，（h）仮想損害賠償額を記入する。「（g）仮
想実施料率」は，（d）ベース値，（e）調整値，
および（f）売上げ係数を【仮想実施料率算出式】
に当てはめて計算する。表には，この計算結果
である「4.8％（小数点２位以下は四捨五入し
た）」を記入した。「（h）仮想損害賠償額」は，（a）
売上額に（g）仮想実施料率を乗じて計算する。
表には，この計算結果である「422万4,000円」
を記入した。表５に記載した事例において認定
された実施料率と，シミュレーションで得た仮
想実施料率との比較をすると，以下の結果にな
る。
＜表５に記載の事例＞
・事件番号　　平成17（ワ）23477
　　　　　　　（別表１の判例番号1003）
・裁判所　　　東京地方裁判所
・判決日　　　平成19年12月26日
・認定された実施料率　　5.0％
・認定された損害賠償額　440万円

＜シミュレーションとの比較結果＞
裁判所により認定された実施料率が5.0％，

損害賠償額が440万円であるのに対し，【仮想実
施料率算出式】で求めた実施料率は4.8％，損
害賠償金額が422万円となり，近い値が算出さ
れた。

このように，【仮想実施料率算出式】を用い
ることにより実施料率（損害賠償金額）をある
程度予測することができる。

表５　実施料率算出のテンプレート

内容・値 備考

①
認
定
・
主
張

（a）売上額 8,800万円 裁判所に認定され
た売上額

（b）加算要素 （へ）（iii）/ 
その他

別表２記載の裁判
所に認定された加
算減算要素（c）減算要素 （ト）（iv）

②
パ
ラ
メ
ー
タ

（d）ベース値 3.7
（7．金属製品）

実施料率（第５版）
のイニシャルな
し・平均値

（e）調整値 0.7
（1＋0.25－0.55）

①（a）（b）に対応す
る表２の重み付け
の（+）（－）各合算
値

（加算方向） 1.25
（減算方向）－0.55

（f）売上げ係数 1.1 ①（a）に対応する
表３の値

③
試
算

（g）仮想
　　実施料率 4.8 （ベース値＋調整

値）×売上げ係数
（h）仮想
　　損害賠償額 422万4,000円 売上額×実施料率

6 ．	ま と め

これまでの検討から，損害賠償金額の予測可
能性について画期的な以下の知見を得た。
・  ライセンス実績のある案件は，ライセンス契
約における実施料率の証拠に基づいて，102
条３項により算定される損害賠償金額をある
程度予測することが可能である。

・  ライセンス実績のない案件でも，近時の裁判
例より分析した要素や【仮想実施料率算出式】
によってシミュレーションを行い，ベース値
や加算減算要素に関わる証拠に基づいて，仮
想実施料率を得ることにより，102条３項に
より算定される損害賠償金額をある程度予測
することが可能である。

これに対し，判決文に「弁論の全趣旨におい
て」として第三者から見ると唐突で算出プロセ
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スの見えにくい形で実施料率が示されている事
案では，後者のシミュレーション手法を用いる
ことは困難であった。しかし，訴訟の過程で，
損害を受ける範囲，市場，当事者の関係などに
よって賠償（損害の補てん）すべき範囲が想定
され，損害賠償金額総額の相場がわかる場合に
は，第三者はともかく当事者として関わってい
れば予測できる可能性があるかもしれない。
また，本稿では触れていないが，調査対象に
は，「寄与度」や「特許請求の範囲」と侵害品
との大小関係８）によって，損害の及ぶ範囲（対
象の売上総額）を変動させ，実施料率ないし損
害賠償金額を調整している事案もある。単純な
適用は困難だが，このような乗算的要素につい
ても今後数式にとり込める可能性はある。
分析した事案の中には，個別事情のうち出発
値の修正で結果として料率が上がったものもあ
るが，加算要素では，特許の強さ等（へ（iii）１）
も多かった。こうした事案の判決文では，侵害
論での判断を引用している形式が多い。原告の
立場からは，損害論特有の証拠資料も大切だが，
特許の強さを裏付ける顧客訴求度などを客観的
に示される数値も，損害論での主張立証事項と
してきちんと証拠を出すことも必要になる。

7 ．	おわりに

本稿では，特許法102条３項による損害賠償
金額の算定における近年の傾向と，その分析を
利用して仮想実施料率の予測可能性の検討を行
ったが，予測可能性と証拠の提出について触れ
ておきたい。
特許権侵害に基づく損害賠償金額は，特許法
102条１項，２項と３項でそれぞれ算出根拠も
手法も異なるが，本来は民法709条の損害補て
んであることから，原告の立場からは，損害賠
償金額は少なくとも実際の損害額と同じとした
いはずである一方，被告企業としては事業継続
にあたってより損害賠償金額を低くしたいと思

うのが常である。実務上の視点では，特許権者
の立場からは，加算要素の中から当該事案に対
し影響の大きい要素を中心にその主張・立証を
行うことにより，損害賠償金額の出発値からの
増額を図り，逆に被疑侵害者（実施者）の立場
からは，減算要素の中から当該事案に対し影響
の大きい要素を中心にその主張・立証を行うこ
とにより，出発値からの減額を図ることができ
る。
しかし，それらを有効に働かせて予測可能性

を高めるためには，証拠の提出が重要となる。
中には経営戦略・契約等の関係で公表できない
情報もあるが，その中で損害に直結する数字に
結びつく証拠は特に重要である。
一方で，証拠が出せない状況においては，出

発値を示す「実施料率（第５版）」のような文
献５），６）は貴重である。当事者の手元に公表可
能なより精度の高い資料があれば積極的に提出
すべきである。これも予測可能性を高めるのに
十分貢献できる資料と言えるだろう。
最後に，予測可能性と裁判所の判断について

若干触れるとすれば次の２点である。
まず，特許法102条第３項から「通常」が取り

払われ，事案に応じた損害賠償金額を認定する
ことが可能となったと言われているものの２），７），
小数点以下１桁を含むような数値もあるかと思
いきや，結局は実施料率が３％，５％，10％な
ど従来用いられてきた切りのいい数値で認定さ
れる事案が多く，個別事情がどの程度数値自体
に反映されているのかは不明であった。
また，数値面以外でも，判決文に「弁論の全

趣旨を総合的に判断する」とだけ示された事案
では，弁論の過程で損害賠償の総額・相場があ
る程度想定されていたことも考えられるが，こ
のような場合でも，個別事情をどのように考慮
して判断されているのかわからなかった。この
ような事案でのさらに深度化した予測可能性の
検討については，今後の研究に期待したい。
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本稿の検討結果が，102条３項の損害賠償金
額の予測にあたり何らかの参考になれば幸いで
ある。
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実
績

10
14
3
平
成
17（
ワ
）6
34
6
東
京
地
裁

0.7
¥
14
,44
2,0
00
,00
0

¥
10
1,0
94
,00
0

3.0
実
施
料
率
（
第
５
版
）

3,6
1,1
1

10
03
平
成
17（
ワ
）2
34
77
東
京
地
裁

5.0
¥
88
,00
0,0
00

¥
4,4
00
,00
0
［
3.7
］
［
7. 
金
属
製
品
］

1
○

5,6
10
06
平
成
17（
ワ
）2
14
08
東
京
地
裁

3.0
¥
2,7
91
,00
0,0
00

¥
83
,73
0,0
00

［
3.5
］
［
17
. 発
送
電
‥
同
上
］

5
13
3
平
成
17（
ワ
）1
71
82
東
京
地
裁

1.0
¥
10
,00
0,0
00
,00
0

¥
10
0,0
00
,00
0

3.5
電
子
通
信
用
部
品
の
平
均

1
6

5
1

13
1
平
成
17（
ワ
）1
59
9
東
京
地
裁

3.0
¥
4,9
23
,53
7,9
76

¥
58
,83
8,1
06

［
4.2
］
［
15
. 一
般
産
業
用
機
械
］

○
14
1
平
成
17（
ワ
）1
53
27
東
京
地
裁

5.0
¥
1,1
70
,12
4,0
00

¥
41
,28
9,8
80

5.8
証
拠

1
5

10
04
平
成
16（
ワ
）2
55
76
東
京
地
裁

1.0
¥
2,3
84
,06
0,0
00

¥
23
,84
0,6
00

6.8
実
施
料
率
（
第
５
版
）

2,5
5

12
9
平
成
16（
ワ
）2
23
43
東
京
地
裁

2.0
¥
2,1
73
,10
2,7
54

¥
4,3
46
,20
4

5.7
音
響
機
器
分
野
の
一
般
的
率

1
○

7
2

○
15
3
平
成
16（
ワ
）2
03
74
東
京
地
裁

3.0
¥
1,5
00
,00
0

¥
45
,00
0
［
3.5
］
［
30
. 建
設
技
術
］

○
10
10
平
成
15（
ワ
）4
72
6
大
阪
地
裁

25
円（
５
%
）

¥
12
0,9
60

¥
10
8,8
00

［
7.1
］
［
5. 
医
薬
品
‥
同
上
］

○
21
8
平
成
15（
ワ
）8
60

大
阪
地
裁

10
.0

¥
10
,08
0,0
00

¥
1,1
39
,04
0
［
8.6
］
［
31
. 他
に
分
類
さ
れ
な
い
製
造
業
・
産
業
の
技
術
］
○

18
7
平
成
15（
ワ
）5
81
3
東
京
地
裁

3.0
¥
93
,62
4,0
00

¥
1,4
04
,36
0

3.5
実
施
料
率
（
第
５
版
）

○
18
2
平
成
15（
ワ
）3
55
2
東
京
地
裁

2.0
¥
3,2
09
,67
8,6
64

¥
64
,19
3,5
73

3.3
技
術
分
野
別
率
デ
ー
タ

4
43
7
平
成
15（
ワ
）2
58
67
東
京
地
裁

10
.0

¥
6,8
17
,24
7,5
09

¥
38
3,0
00
,00
0
［
3.3
］
［
21
. 電
子
・
通
信
用
部
品
］

1
7

7
2

14
2
平
成
15（
ワ
）1
69
24
東
京
地
裁

5.0
¥
60
0,8
57
,43
5

¥
30
,04
2,8
71

5.0
実
施
料
率
（
第
５
版
）

3
6

21
3
平
成
15（
ワ
）1
46
87
東
京
地
裁

5.0
¥
9,6
72
,40
0

¥
48
2,6
20

［
3.3
］
［
21
. 電
子
・
通
信
用
部
品
］

○
17
6
平
成
15（
ワ
）1
12
38
東
京
地
裁

5.0
¥
2,5
72
,96
5,0
00

¥
25
,72
9,6
50

4.3
実
施
料
率
（
第
５
版
）

1
5

別
表
１
　
調
査
結
果

※本文の複製、転載、改変、再配布を禁止します。
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判
例
番
号

事
件
番
号

裁
判
所

（
１
）

（
２
）

（
３
）

（
４
）

（
５
）

（
６
）※
5

認
定
さ
れ
た

実
施
料
率

［
％
］
※
1

認
定
さ
れ
た
売
上

額
（
下
線
は
判
決

文
か
ら
算
出
）

認
定
さ
れ
た
損

害
賠
償
額
※
2

出
発
値

※
3

左
記
出
発
値
の
参
照
元
 

※
4

加
減
算
要
素
な し

増
率
方
向
へ
の
考
慮
要
素

減
率
方
向
へ
の
考
慮
要
素

（
へ
） 

（
ⅱ
）（
へ
） 

（
ⅲ
）（
へ
） 

（
ⅳ
）（
へ
） 

（
ⅴ
）（
へ
） 

（
ⅵ
）
そ
の 他
（
ト
） 

（
ⅱ
）（
ト
） 

（
ⅲ
）（
ト
） 

（
ⅳ
）（
ト
） 

（
ⅴ
）（
ト
） 

（
ⅵ
）
そ
の 他

43
9
平
成
15（
ネ
）2
77

名
古
屋
高
等

10
.0

¥
1,8
20
,43
6,0
00

¥
16
3,8
39
,24
0

12
.0

ラ
イ
セ
ン
ス
実
績

1
6
1,6
,7

1
19
7
平
成
15（
ネ
）1
50
4
大
阪
高
等

5.0
¥
7,8
09
,40
2

¥
39
0,4
69

［
4.0
］
［
1. 
無
機
化
学
製
品
］

○
24
6
平
成
14（
ワ
）9
06
1
大
阪
地
裁

4.0
¥
19
,80
0,0
00

¥
79
2,0
00

3.0
ラ
イ
セ
ン
ス
実
績

1
1

2
1

6
25
9
平
成
13（
ワ
）6
92
4
大
阪
地
裁

5.0
¥
6,3
98
,44
7

¥
31
9,9
22

［
4.0
］
［
1. 
無
機
化
学
製
品
］

○
44
6
平
成
13（
ワ
）3
99
7
大
阪
地
裁

3.0
¥
45
1,9
69
,20
0

¥
13
,55
9,0
76

［
3.3
］
［
9. 
農
業
‥
同
上
］

○
25
8
平
成
13（
ワ
）1
10
03
大
阪
地
裁

5.0
¥
60
,00
0,0
00

¥
1,5
00
,00
0
［
3.3
］
［
9. 
農
業
‥
同
上
］

10
31
2
平
成
13（
ネ
）2
57

大
阪
高
等

3.0
¥
3,1
04
,92
0

¥
93
,14
7

6.5
証
拠

7
○

32
7
平
成
12（
ワ
）6
71
4
東
京
地
裁

5.0
¥
8,6
68
,32
4,0
00

¥
43
3,3
50
,00
0
［
3.3
］
［
6. 
鉄
鋼
・
非
鉄
金
属
］

1
4,5

26
4
平
成
12（
ワ
）6
57
0
大
阪
地
裁

5.0
¥
12
6,0
00

¥
6,3
00

［
3.7
］
［
23
. 食
料
品
・
た
ば
こ
］

7
○

31
0
平
成
12（
ワ
）6
32
2
大
阪
地
裁

5.0
¥
2,7
77
,00
0

¥
13
8,8
50

［
3.7
］
［
23
. 食
料
品
・
た
ば
こ
］

○
34
5
平
成
12（
ワ
）3
15
7
東
京
地
裁

4.0
¥
37
,82
3,2
50

¥
1,5
12
,93
0
［
3.3
］
［
21
. 電
子
・
通
信
用
部
品
］

○
46
3
平
成
11（
ワ
）5
41

名
古
屋
地
裁

5.0
¥
21
4,9
00
,00
0

¥
4,2
98
,00
0
［
3.3
］
［
9. 
農
業
‥
同
上
］

○
30
7
平
成
11（
ワ
）5
10
4
大
阪
地
裁

3.0
¥
2,4
19
,27
0,0
00

¥
50
,87
9,1
90

［
3.5
］
［
17
. 発
送
電
‥
同
上
］

1
33
6
平
成
11（
ワ
）2
44
33
東
京
地
裁

3.0
¥
9,4
87
,00
0,0
00

¥
28
4,6
10
,00
0

4.4
実
施
料
率
（
第
４
版
）

1
11

32
5
平
成
11（
ワ
）1
35
12
大
阪
地
裁

2.0
¥
5,0
11
,11
0,0
00

¥
10
4,2
81
,10
0
［
4.2
］
［
15
. 一
般
産
業
用
機
械
］

4
3

28
6
平
成
11（
ワ
）1
25
86
大
阪
地
裁

5.0
¥
98
9,1
14
,91
7

¥
16
,67
6,2
38

3.0
原
告
の
過
去
の
提
示
率

4
1

10
1

47
8
平
成
11（
ネ
）5
64
7
東
京
高
裁

2.0
¥
75
8,7
25
,00
0

¥
7,5
87
,25
0
50
円
／
台
ラ
イ
セ
ン
ス
実
績

1

35
2
平
成
10（
ワ
）7
82
0
大
阪
地
裁

4.0
¥
15
0,4
74
,40
6

¥
6,0
18
,97
6

3.8
金
属
加
工
機
械
分
野
の
外
国
か
ら
の
導
入
時
の
実
施

料
率

9
5

10
02
平
成
10（
ワ
）2
4

東
京
地
裁

１
円（
10
%
）

¥
96
,00
0,0
00

¥
9,6
00
,00
0
［
6.8
］
［
14
. 精
密
機
械
器
具
］

1
33
2
平
成
10（
ワ
）1
28
99
大
阪
地
裁

5.0
¥
61
,67
5,7
00

¥
3,0
83
,78
5

3.8
実
施
料
率

1
11

37
3
平
成
９（
ワ
）9
45
8
大
阪
地
裁

5.0
¥
12
3,5
47
,86
2

¥
6,1
77
,39
3

4.0
証
拠

○
37
6
平
成
９（
ワ
）9
38

東
京
地
裁

1.0
¥
26
,73
0,0
00
,00
0

¥
26
7,3
00
,00
0

3.0
ラ
イ
セ
ン
ス
実
績

1
1,4
,6

36
7
平
成
９（
ワ
）1
97
89
東
京
地
裁

10
.0

¥
37
0,2
60
,47
2

¥
37
,00
0,0
00

［
4.2
］
［
15
. 一
般
産
業
用
機
械
］

1
1,2

36
4
平
成
８（
ワ
）5
18
9
大
阪
地
裁

1.5
¥
3,7
27
,90
6,9
27

¥
55
,91
8,6
03

［
4.4
］
［
16
. そ
の
他
の
機
械
］

5
32
8
平
成
８（
ワ
）4
75
3
大
阪
地
裁

4.0
¥
12
,36
5,4
00
,00
0

¥
21
,70
7,7
60

4.0
一
般
的
な
数
値

1,3
,8

1
48
5
平
成
８（
ワ
）3
31
2
東
京
地
裁

3.0
¥
1,7
24
,08
5,0
00

¥
51
,72
2,5
50

［
4.2
］
［
15
. 一
般
産
業
用
機
械
］

1
5

45
1
平
成
８（
ワ
）2
96
4
名
古
屋
地
裁

10
.0

¥
1,8
20
,43
6,0
00

¥
16
3,8
39
,24
0

10
.0

ラ
イ
セ
ン
ス
実
績

1
6,1
1

1
36
9
平
成
８（
ワ
）1
74
60
東
京
地
裁

7.0
¥
1,2
08
,20
3,9
20

¥
24
,10
3,6
68

［
7.1
］
［
5. 
医
薬
品
‥
同
上
］

○
36
6
平
成
８（
ワ
）1
67
82
東
京
地
裁

8.0
¥
36
5,9
38
,51
0

¥
29
,18
3,1
64

8.0
統
計
資
料

1
2,5

6
10
07
平
成
８（
ワ
）2
76
6
京
都
地
裁

5.0
¥
61
7,2
95
,48
4

¥
30
,86
4,7
74

［
3.5
］
［
17
. 発
送
電
‥
同
上
］

1
10
08
平
成
８（
ワ
）1
21
09
大
阪
地
裁

2.0
¥
3,2
38
,97
0,4
50

¥
64
,77
9,4
09

［
3.7
］
［
23
. 食
料
品
・
た
ば
こ
］

11
6

48
7
平
成
６（
ワ
）1
35
06
大
阪
地
裁

5.4
¥
63
8,8
29
,03
0

¥
34
,90
2,8
40

5.0
原
告
－
訴
外
他
社
間
の
和
解
金

○
※
1：
実
施
料
率
が
期
間
に
よ
り
異
な
り
複
数
示
さ
れ
る
場
合
は
実
施
料
率
の
高
い
期
間
の
料
率
を
，
対
象
権
利
が
複
数
が
存
在
す
る
場
合
は
実
施
料
率
の
高
い
権
利
の
料
率
を
記
載
し
た

※
2：
特
10
2条
３
項
に
よ
り
認
定
さ
れ
た
損
害
賠
償
額
の
み
を
記
載
し
た

※
3：
カ
ッ
コ
内
の
数
値
は
，
判
決
文
に
出
発
値
の
記
載
が
な
い
案
件
に
お
い
て
，「
実
施
料
率
」
第
5版
の
当
該
分
野
に
お
け
る
実
施
料
率
の
平
均
値
（
イ
ニ
シ
ャ
ル
無
）を
記
載
し
た

※
4：
カ
ッ
コ
内
の
分
野
は
，「
実
施
料
率
」
第
５
版
に
お
い
て
参
照
し
た
技
術
分
野
を
記
載
し
た

※
5：
分
類
に
つ
い
て
は
別
表
２
参
照

別
表
１
　
調
査
結
果
（
つ
づ
き
）

※本文の複製、転載、改変、再配布を禁止します。
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別表２　加算減算要素

（へ）
増額

（ⅱ）契約例に記載された
実施料率または単位当たり
の実施料額が低くされてい
る事情

1 ライセンサー・ライセンシー間の友好的・長期的な関係
2 発明の事業家の負担
3 発明の事業家のリスク

（ⅲ）特許発明に係る事情 1 当該発明の技術的・経済的価値の高さ・重要性
（ⅳ）特許権者等又はその
実施態様に係る事情

1 特許権者等による実施状況又はその計画
2 特許権者等の製品に占める特許発明の役割の重要性
3 特許権者等の製品における特許発明の実施による他社製品との差別化による競争の展開
4 特許権者等による製品・市場の開発努力
5 市場における特許権者等の製品の成功
6 市場における特許権者等の独占的地位
7 特許権者等における特許権者等の製品の利益率が高い
8 侵害による特許権者等の損害の大きさ
9 特許権者等のライセンス不許諾の方針
10 実施料率又は単位当たり実施料額にかかる特許権者等の提案・内部基準等
11 侵害者に対する警告実施・交渉等の決裂
12 特許付与により製品に信頼感を与え需要を喚起

（ⅴ）侵害者又はその侵害
態様に係る事情

1 侵害者の製品における特許発明の技術的・経済的意義の重要性
2 複数の代替構成の中からの侵害構成の選択
3 侵害構成の宣伝広告
4 侵害品の主たる利用形態が侵害形態である
5 基準実施料率等の対象である直接侵害品の製造のみ使用される間接侵害品が直接侵害
品の要部である

6 侵害者における侵害品の売上げの増大
7 侵害者における侵害品の利益率が高い
8 侵害者の営業上の侵害品の使用の必要性
9 侵害者の自認実施料率又は単位当たり実施料額
10 実施許諾契約の非尊重

（ⅵ）第三者に係る事情 1 第三者による特許発明の実施・評価等の姿勢
（ト）
減額

（ⅱ）契約例に記載された
実施料率又は単位当たり実
施料額が高くされた事情

1 他の契約対象特許の存在
2 専用実施料又は包括的な完全独占的通常実施料に係ること

（ⅲ）契約例に記載された実施料率又は単位当たり実施料額より業界相場又は国有特許方式における基準率が低い事情
（ⅳ）特許発明に係る事情 1 当該発明が先行技術の一部分の改良発明であること

2 当該発明の進歩性の低さ
3 当該発明の効果の非顕著性
4 当該発明の工業的実施に多くの工夫を要する
5 当該発明の実施に他の技術の研究開発が必要
6 当該発明に他の代替技術が存在する

（ⅴ）特許権者等又はその
実施態様に係る事情

1 特許権者等による特許発明の実施料の低さ
2 特許権者等による特許発明の不実施

（ⅵ）侵害者又はその侵害
態様に係る事情

1 侵害品における特許発明の効果の寄与の小ささ
2 侵害品が非複雑・非高度な構成の間接侵害品
3 侵害品が基準実施料率等の対象である直接侵害品の製造にのみ使用される間接侵害品
であること

4 侵害品の他の特徴
5 侵害品における他の技術の実施
6 侵害者の販促の努力
7 侵害者が特許権者等による実施品の開発製造にメーカーとして長期間協力してきたこと
8 侵害者の市場占有率の高さ
9 侵害者の知名度の高さ
10 侵害者における侵害品の利益率の低さ
11 量産品としての侵害品の販売価格の低さ・販売数量の多さ及び販売期間の長さ
12 侵害者における（侵害による）利益不発生

（原稿受領日　2013年９月18日）

※本文の複製、転載、改変、再配布を禁止します。


